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１．はじめに
このノートは，パーソナルファイナンス産業についての情報化の影響を質を考慮して分析するこ
とが目的である。パーソナルファイナンス産業は，近年では，消費者金融のメガバンクへの系列化
やクレジットカード事業の発展のもとで，産業全体が再編成されていて，以前と比較して大きく変
貌している。そこでは，新しい産業としての色彩も濃くしていきたいため，情報化を積極的に推し
進めているが，本質的には情報化による経営の効率化が大きな目的である。パーソナルファイナン
ス産業について，情報化が質の上昇により進展していくと，どのような影響が産業としてあり，ま
た消費者および社会的には，どのようなインパクトがあるかを調べることがこの分析の課題である。
分析の方法としては，多くのアプローチが考えられるが，本稿では，質の上昇として，研究開発
の成果を考えている。そうした研究開発によるイノベーションの結果として，パーソナルファイナ
ンス産業にどのような影響があるかを分析したい。そこで産業の部門を２部門とする。パーソナル
ファイナンス産業についての部門と情報化に関する IT の部門である。したがってこの分析は，IT
産業でイノベーションによる質の変化が起こり，それがパーソナルファイナンス産業へ伝播してい
くという構図である。こうした分析は，パーソナルファイナンス産業については存在しないが，よ
り一般的にみるといわゆる一般目的資本（Genaral Prupose Technology : GPT）の分析と呼ばれて
いる分野であり，近年では，内生的成長理論の一つの分野として確立している。
先行研究としては，Helpman and Trajtenberg（１９９８）および Aghion and Howitt（１９９８）があげ
られる。Helpman and Trajtenberg（１９９８）は，Romer（１９９０）の内生的成長理論を用いて分析を
行っている。特に，GPT が研究され具体的な成果が現れ，さらに商品化して世界的に広がってい
くという GPT のいわば発展段階を明示した分析を行っており。その結果，景気循環を GPT によ
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るものとして分析している。Aghion and Howitt（１９９８）の分析は，フレームワークは，Helpman and
Trajtenberg（１９９８）とほぼ同様である。GPT の発展段階を簡略化してシミュレーションをしてい
るところが異なっている。
この分析では，GPT の発展段階に関しては，扱っていない。その反面従来のモデルでは１部門
のモデルであったところを，GPT を生産する部門と伝統的な財を生産する部門とをそれぞれ考慮
した２部門のモデルを構築した。したがって Helpmanらの分析を拡張している。さらに，本研究
は，Acemoglu and Guerrieri（２００８）の非バランス成長の分析に関する論文の一つであり。内生的
成長モデルの範囲で非バランス成長の分析をおこない，イノベーションの役割を論じているところ
が新しい部分である。またこの分析は本格的な数値シミュレーションを行うための準備の分析とも
考えることができる。
２．モデル
われわれのモデルは，IT 資本を製造して販売する IT 産業と，IT 資本を中間財として利用して
最終財を製造して販売する産業の２産業を考えている。特に最終財を製造して販売する産業は，パ
ーソナルファイナンス産業と考えることもできる。したがってパーソナルファイナンス産業は，現
在の情報化が進んだ社会の中で，IT に代表される耐久財の技術進歩に大きな影響を受ける。
生産関数は，以下のように想定される。
YN（t）＝BNL１α２N （t）
AN
Σ xα２NN（t） （１）
YO（t）＝BOL１α１O （t）
AOAN
Σ（xα１NO（t）xα１O（t）） （２）
ここで，Y は最終財産出高，N は IT セクター，Oは，パーソナルファイナンスセクターとして，２
部門を考えている。Bは，生産性を表すパラメータ，Aは中間財の数，NN は IT セクターで使用
される中間財の数，NOはパーソナルファイナンスセクターで使用される中間財の数である。また
αは，生産関数のパラメータで，ここでは，コブ・ダグラス生産関数が使用される。各セクターの
利潤は以下のように書ける。
ΦN（t）＝BNL１α２N （t）
AN
Σ xα２NN（t）wn（t）LN（t）
ANN
ΣPNN（t）xNN（t） （３）
ΦO（t）＝q０（t）BOL１α１O （t）
AOAN
Σ（xα１NO（t）xα１O（t））w０（t）L０（t）
AO
ΣPOxO（t）
ANO
ΣPNxNO（t） （４）
Φは，最終財産業の利潤，wは賃金率，P は中間財価格，q０はパーソナルファイナンスセクター
の最終財の価格。中間財を生産している企業は，独占企業であって利潤は，以下のように書ける。
ΠN（t）＝PNN（t）xNN（t）xNN（t）PNO（t）xNO（t）q０（t）xNO（t） （５）
ΠO（t）＝PO（t）xO（t）q０（t）xNO（t） （６）
中間財企業は，研究開発企業から独占的な技術を購入する。中間財を作るには，最終財１単位を
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必要とすると想定している。中間財企業は，それぞれ利潤が最大になるように生産量を以下のよう
に決定する。
∂ΠN（t）
∂xNN（t）
＝α２Lα２１N （t）xα２１NN PNN（t）＝０ （７）
∂ΠO（t）
∂xO（t）
＝α１q０Lα１１O （t）xα１１O （t）PO（t）＝０ （８）
∂ΠO（t）
∂xNO（t）
＝α１q０Lα１１O （t）PNO（t）＝０ （９）
中間財企業が設定する中間財の価格は，最終財産業からの派生需要として与えられる。そこで最
終財産業では，中間財に関して利潤最大化すると以下が得られる。
xO（t）＝α
２
１α１
１ LO（t） （１０）
xNN（t）＝α
２
１α２
２ LNN（t） （１１）
xNO（t）＝α
２
１α１
１ LNO（t） （１２）
この中間財価格と，中間財企業の生産物に対する利潤最大化より，以下の価格が決定する。
PO＝
q０
α１
（１３）
PNN＝１
α２
（１４）
PNO＝
q０
α１
（１５）
q０＝α１
α２
（１６）
本稿では，イノベーションは，中間財の数の増加と考えている。そこで中間財の財の数の増加は，
IT 産業に関しては，以下のように決定すると考える。
ΔAN＝YN （１７）
ここでは，IT 産業のイノベーションは，その産出高に依存しているとする。またパーソナルフ
ァイナンス産業では，イノベーションは以下のように決定する。
ΔAO＝YO （１８）
したがって，この産業でのイノベーションは，IT 産業のイノベーションに依存している。研究
開発企業は，中間財産業に販売する価格で，新たなイノベーションを販売する。その際に最終財の
ηに対応するだけの費用がかかる。すると以下のように書ける。
ΩN＝PANΔANηNYN （１９）
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ΩN＝PAOΔAOqOηOYO （２０）
研究開発産業は，完全競争市場に存在しているらために，ゼロ利潤条件が成立するため以下が成
り立つ。
PAN＝ηN （２１）
PAO＝ηO （２２）
資産市場では，研究開発の利子率が以下のように決定できる。
rN＝
ΔPAN
PAN
 πNPAN （２３）
rO＝
ΔPAO
PAO
 πOPAO （２４）
また，裁定条件が有効なため，すべての利子率は均等になる。
rN＝rO＝r （２５）
労働市場に関しては，最終財産業は，利潤が最大になるように賃金を決定するので以下が得られ
る。
∂ΠN（t）
∂LN（t）
＝BN（１α２）Lα２N（t）AN（t）xα２N（t）wN（t）＝０ （２６）
∂ΠO（t）
∂LO（t）
＝q０（t）（１α１）α１Lα１０（t）（AO（t）xα１O（t）AN（t）xα１N（t））wO（t）＝０ （２７）
賃金率は，IT 産業でもパーソナルファイナンス産業でも等しくなるため以下の条件が得られる。
BN（１α２）Lα２N（t）AN（t）xα２N（t）＝q０（t）（１α１）α１Lα１０（t）（AO（t）xα１O（t）AN（t）xα１N（t）） （２８）
そこで中間財を生産している企業の利潤は以下のように書き換えられる。
ΠN（t）＝B
１
１α２
N

α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２

LN（t）B
１
１α１
０

α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１

qO（t）LO（t） （２９）
ΠO（t）＝B
１
１α１
０

α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１

qO（t）LO（t） （３０）
次に消費者サイドをみていこう。消費者の異時点間の効用関数は以下のように書ける。
u（t）＝
∞
j＝０
Σβ ju（cN（tj），cO（tj）） （３１）
ここで uは，効用水準，βは，割引率で cNは IT 部門最終財消費量，cOはパーソナルファイナン
ス部門最終財消費量である。予算制約式は以下のように書ける。
A（t１）＝（１r（t））A（t）w（t）q０（t）cO（t）cN（t） （３２）
Aは資産。また効用関数は以下のように特定化する。
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u（t）＝
∞
j＝０
Σβ j
cN（tj）１θ１
１θ 
cO（tj）１θ１
１θ

 （３３）
ここで θはパラメータ。予算制約のもとで，最大化すると消費に関して以下の条件が得られる。
cO（t１）
cO（t）
＝βr
qO（t）
qO（t１）


θ
（３４）
cN（t１）
cN（t）
＝（βr）θ （３５）
また，IT 部門の消費とパーソナルファイナンス部門の消費とは以下のような関係がある。
cO（t）θ＝qO（t）cN（t）θ （３６）
ここで財市場の均衡条件を考えてみよう。パーソナルファイナンス財に関しては，以下の需要と
供給に関する均衡条件が得られる。
cO（t）＝YO（t）AOxOηOYO （３７）
また同様に IT 部門の均衡条件以下のように，需要と供給が一致する場合である。
cN（t）＝YN（t）AOxOANxNηNYN （３８）
また技術進歩は，パーソナルファイナンス産業と IT 産業間で以下のような比率になる。
BN（１α２）Lα２N（t）AN（t）xα２NN（t）BO（１α１）Lα１０（t）xα１NO（t）AO（t）＝ AN（t） （３９）BO（１α１）Lα１０（t）xα１O（t）
さらに，ζを以下のように定義する。
BN（１α２）Lα２N（t）AN（t）xα２NN（t）BO（１α１）Lα１０（t）xα１NO（t）
ζ＝ （４０）
BO（１α１）Lα１０（t）xα１O（t）
（３９）式の右辺の分数の分子の第１項が IT 産業の１人当り生産量，第２項が伝統的産業の生産量
である。したがって，両部門の一人あたり生産量は，かならず IT 産業の方が大きくなる。技術進
歩の水準がどちらの部門が高いかは，これだけでは判断できない。しかしながら，IT 産業で生産
量が大きく，生産性が高いときは，伝統的産業の技術進歩水準の方が高い。伝統的産業の生産量が
多くて，生産性が高いときは，IT 産業の技術水準の方が高い。
そこで，両部門の労働者数は，以下のように決定する。
（１ηN）B
１
１α２
N （α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２ ）LLO＝ （４１）
（１ηN）B
１
１α２
N （α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２ ）q０β［（ζ１）（１ηO）B
１
１α１
０ （α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）］
ここで，パーソナルファイナンス部門の雇用者数は，すべて定数と外生変数（L）で表されてい
る。同様に IT 部門の雇用者数も以下のように書ける。
q０β［（ζ１）（１ηO）B
１
１α１
０ （α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）］LLN＝ （４２）
（１ηN）B
１
１α２
N （α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２ ）q０β［（ζ１）（１ηO）B
１
１α１
０ （α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）］
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ここで，雇用者数の比較を IT 産業と伝統的産業でおこなうと，技術水準が同じ水準なら，分配
率が高く生産性が高い方が雇用者数は多い。また分配率が同じなら，生産性が高い方が雇用者数が
多い。
ここで，研究開発コストのそれぞれの部門の雇用者数に与える影響を調べると以下のように決定
する。
B
１
１α１
O （α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）（ζ１）qO（θ）∂LO
∂ηO
＝ ＞０ （４３）
［（１ηN）B
１
１α２
N （α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２ ）q０β［（ζ１）（１ηO）B
１
１α１
０ （α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）］］２
［B
１
１α１
N （α
２α２
１α２
２ α
２
１α２
２ ）］（Lv２v１）∂LO
∂ηN
＝ ＜０ （４４）
［（１ηN）B
１
１α２
N （α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２ ）q０β［（ζ１）（１ηO）B
１
１α１
０ （α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）］］２
［q０β（ζ１）（１ηO）B
１
１α１
０ （α
２α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）］［v２v３］∂LN
∂ηO
＝ ＜０ （４５）
［（１ηN）B
１
１α２
N （α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２ ）q０β［（ζ１）（１ηO）B
１
１α１
０ （α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）］］２
B
１
１α２
N （α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２ ）v３∂LN
∂ηN
＝ ＞０ （４６）
［（１ηN）B
１
１α２
N （α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２ ）q０β［（ζ１）（１ηO）B
１
１α１
０ （α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）］］２
このとき以下が定義される。
v１＝（１ηN）B
１
１α２
N

α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２

L （４７）
v２＝（１ηN）B
１
１α２
N

α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２

q０
β
	（ζ１）（１ηO）B
１
１α１
０

α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１




 （４８）
v３＝q０β	（ξ１）（１ηO）B
１
１α１
０

α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１




L （４９）
したがって，まず IT 産業の経済成長率（g）は，以下のようになる。
B
１
１α２
N （α
α２
１α２
２ α
２
１α２
２ ）LN（t）B
１
１α１
０ （α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）qO（t）LO（t）gN＝β
πN
ηN


θ
＝β


θ
（５０）
ηN
伝統的産業の経済成長率は，以下のようになる。
B
１
１α１
O qO（α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）LOgO＝β
πO
ηO


θ
＝β


θ
（５１）
ηO
したがって，もし他の資本が存在すればこれが非バランス成長を表している。そして，研究開発
コストの経済成長率への影響は，伝統的産業では以下のようになる。
∂rO
ηO
＝	B
１
１α１
O qOα
α１
１α１
１ α
２
１α１
１







∂LO
∂ηO
１
ηO
LO１
η
２

＜０ （５２）
［B
１
１α１
O qO（α
α１
１α１
１ α
２
１α１
１ ）］∂rO
ηN
＝ ∂LO
∂η
＜０ （５３）
ηO
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IT 産業への影響も同様である。したがって，いずれの部門の研究開発コストの上昇も経済成長
率の低下を招く。これは，研究開発に補助金を与えるような政策が経済成長率に関しては，有効で
あることを意味している。なおこれは，IT 産業に関しても同じである。そこで研究開発に補助金
を与えるような政策は経済成長に有効である。
本稿では，二部門を明示して，イノベーションによる内生的成長のもとで，非バランス成長のモ
デルを分析し，経済成長に関しての一つの政策を提示した。しかしながら政策はまだ考えられる。
そして成長だけでなく，資源配分のための厚生分析も可能であるが，このノートはそのためのベー
スと考えられる。
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